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平成２２年 第１回定例 

 

旭 川 市 議 会 会 議 録  第 ５ 号 
 

 

―――――――――――――――――――――― 

○平成２２年３月５日（金曜日） 

         開議 午前１０時００分 

         散会 午後 ３ 時２２分 

―――――――――――――――――――――― 

○出席議員（３６名） 

       １番  久  保  あ つ こ 

        ２番  門  間  節  子 

        ３番  金  谷  美 奈 子 

        ４番  安  住  太  伸 

        ５番  上  村  ゆ う じ 

        ６番  高  見  一  典 

        ７番  山  城  え り 子 

        ８番  村  岡  あ つ 子 

        ９番  中  村  徳  幸 

       １０番  室  井  安  雄 

       １１番  安  田  佳  正 

       １２番  福  居  秀  雄 

       １３番  白  鳥  秀  樹 
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       １６番  藤  沢  弘  光 

       １７番  小  松     晃 

       １８番  の と や     繁 

       １９番  鷲  塚  紀  子 

 

      ２０番  須  藤  洋  史 

      ２１番  塩  尻  伸  司 

      ２２番  佐 々 木  邦  男 

      ２３番  武  田  勇  美 

      ２４番  宮  本  ひ と し 

      ２５番  谷  口  大  朗 

      ２６番  蝦  名  信  幸 

      ２７番  太  田  元  美 

      ２８番  佐 々 木  卓  也 

      ２９番  安  口     了 

      ３０番  杉  山  允  孝 

      ３１番  鎌  田     勲 

      ３２番  三  井  幸  雄 
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      ３５番  中  島  哲  夫 

      ３６番  三  上     章 
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○安田佳正議員（登壇） 市民クラブを代表いた

しまして、質問させていただきます。 

まず、市政方針について。 

西川市政の検証。 

西川市長は就任後、３年間において一定の成果

を上げることができたと言っておりますが、一方

で、景気・雇用対策、中心市街地活性化等、就任

以前からの重要課題に対しては、効果的な対策を

講じることがいまだできていないのではないかと

思います。我が国の経済が改善せず、地方を取り

巻く環境が依然として厳しい中で、一生懸命に取

り組んでいる市長でも打開策が見出せない課題が

多くあるのも現状であると思いますが、市長の率

直な気持ちをお聞かせください。 

市長の旭川市に対する愛着心は十分伝わるもの

であり、当然、旭川市の特性、優位性については

リーダーとしてだれよりも熟知していると思いま

すが、この３年間でその特性、優位性に対してど

のように付加価値をつけ、まちの活性化につなげ

てきたのか。その成果とあわせてお聞かせくださ

い。 

また、この３年間で、市長自身の新たな魅力発

見があればお聞かせください。 

かつての小泉内閣の「官から民へ」から、現在

の鳩山内閣の「官僚依存から政治主導へ」と政府

のキャッチフレーズが変わる中で、市長は就任以

来、政治主導、リーダーシップを期待されました

が、今回の市政方針においては、リーダーとして

の決断力、判断力について強く述べられておりま

す。具体的にどのような場面において強いリーダ

ーシップを発揮してきたのか、また、これまでど

のような場面で最も苦渋の決断を求められたのか、

お聞かせください。 

市長が重視してきたものに対話があります。「対

話から市政を動かす」との信念のもと、市内の各

地区で対話集会を数多くこなし、時には市職員と

の対話も行ってきたと思います。また、対話集会

以外でも、市長への手紙の一通一通に目を通し、

市民の声を直接受けとめることで、さまざまな課

題やまちづくりのヒントを得たことと思います。

対話を繰り返してきた成果と市政への反映状況に

ついて、現時点での総括をお聞かせください。 

三位一体改革という国の地方公共団体に関する

行財政システムに関する３つの改革、すなわち国

庫補助負担金の廃止、縮減、税財源の移譲、地方

交付税の一体的な見直しが行われ、小泉内閣にお

ける聖域なき構造改革の目玉として、地方にでき

ることは地方に、民間にできることは民間にとい

う小さな政府論を具現化する政策が推進されたこ

とにより、障害者福祉や健康保険制度改革など、

地方自治体の運営が国政に大きく左右されること

から、市長には国に対して積極的に意見していた

だきたいと求めてまいりました。現政権政党は、

市長にとってはかかわり深いとも言われておりま

すが、これまでの国とのかかわり方に変化があっ

たのでしょうか。今後とも、国とのつながりを強

めていく中で、旭川市にとっても有益な政策につ

いて提言していただきたいと思いますが、御見解

をお伺いしたいと思います。 

新年度予算についてお聞きいたします。 

景気・雇用対策、待機児童解消を初めとする子

育て支援、環境問題、あるいは生活保護受給率の

増加などによる扶助費の恒常的増加などは全国自

治体の共通課題だと思いますが、その中で、現在

の旭川市の固有の課題、そして、最も重要な課題

は何であると認識しておりますか。 

その課題を認識した上での新年度予算編成であ

ると思いますが、市民生活に直結する部分はどの

ようにあらわれているのでしょうか。 

新年度予算編成において１９０億円を超える政

策予算が組めたのは、政権交代に伴う地方交付税

の増額によるところが大きいと思いますが、平成

１２年度には３８７億円だった地方交付税は、平

成２１年度は約３２１億円で平成２２年度は約３

４３億円であり、市長も承知しているとおり次年

度以降は不透明であります。市長は、次年度以降
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の財政状況について、どう予測し、どのような対

策を考えているのか、御意見をお伺いしたいと思

います。 

行財政改革について。 

歳入の根幹をなすのは市税収入でありますが、

景気の低迷が続く中、実質的な税収は年々減る一

方であります。平成２２年度予算においては３９

５億円の市税収入を予定していますが、平成２１

年度との比較では１３億円の減収と見込んでいる

との予算となっております。今後の税収の予測と

対策についての御所見をお伺いしたいと思います。 

平成２０年１１月に、新旭川市財政健全化プラ

ンが策定され、このプランには、市税収入や地方

交付税が想定を超え、見通しよりも大幅に減少す

る一方で、本格的な少子高齢社会を迎え、社会保

障関係費等の義務的経費が大幅に伸びているなど、

旭川市の財政が悪化し続けていることから、将来

に負担を先送りすることのない安定的な持続可能

な財政を確立することは決して避けて通ることの

できない道であるとともに、必ずやり遂げること

が使命であると記載されております。平成１２年

度から減少傾向にあった地方交付税ですが、新年

度予算に見られるように、地方交付税が予想以上

に増加する中で、新財政健全化プランの進捗状況

と今後の課題についてお聞かせください。 

また、今後の行財政改革で最も重要な課題は何

であるとお考えですか。 

これまで、具体的な行財政改革の取り組みとし

ては、職員の削減、各種手当、補助金及び大規模

事業の見直し等により財政健全化を推進してきま

したが、今後どのような具体策を考えているので

しょうか。お答えください。 

まちづくりの方向性についてお聞きいたします。 

市長が所信表明で掲げた元気なまちづくりに向

かって、いまだその中心にあるのが旭山動物園で

あると私は思っております。所信表明の中では、

旭川の基幹産業である農業をしっかり守り育てて

いくこと、滞在型観光都市としての取り組み、中

心部のにぎわいも不可欠であること、このほかに

もいろいろな取り組みを表明しておりました。市

長は、これまで、何を核として元気なまちづくり

を行おうとしてきたのか。また、今後についてど

のようにお考えなのでしょうか。 

安心なまちづくりに当たってですが、これにつ

いても、市長は、所信表明の中で、市民が安心し

てその力を発揮できるよう、市民の皆さんと連携

してお互いに助け合い、支え合う地域社会の形成

に努めることや、自然と調和し、快適に暮らせる

環境を整える旨を表明しておりました。これまで、

災害が少ないにもかかわらず、防災機能が充実し

ており、医療も充実しているというこのまちの特

性をアピールし、生かしていくことが重要である

と提言してきましたが、これまでの取り組みにつ

いてお聞かせください。 

また、旭川市総合防災センターの機能をより充

実し、防災組織の充実、さらに広域化などに生か

していく必要があると考えますが、御所見をお伺

いいたします。 

支所機能と職員意識についてお聞かせください。 

支所機能の充実については、同時に支所の適正

配置の問題をあわせて検討した結果であると思い

ます。現在、７カ所の支所については、過去の歴

史から成り立っている部分があると思いますが、

例えば、近年、大幅に住宅がふえた東光・豊岡地

区、緑が丘地区には地域の中核となる支所が配置

されておりません。これは、支所の適正配置に多

少疑問を生じさせるものであります。 

平成２０年第１回定例会の代表質問において、

我が会派の須藤議員が支所の数の削減を前提とし

た適正配置について質問しておりますが、そのと

きの答弁では、今後、支所の機能や再編の検討な

どを進め、可能なものについては平成２１年度か

ら改革実施を目指していくとのことでありました。

その後、どのような議論がなされてきたのか、お

聞かせ願います。 

市職員の意識改革についてですが、市長は、自
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身の就任以来、職員の町内会への加入、地域への

参加を呼びかけております。平成１９年１１月１

５日付で、市長は、職員の町内会活動への参加に

ついてメッセージを発信しており、その中では、

行政が市民との協働を積極的に推し進める今、そ

れぞれの地域に住み、行政のことも熟知している

職員が地域の目となり耳となり、地域の方々と手

を携え、ともに歩むことこそが重要ではないかと

考え、そうした実践が行政と市民との良好な信頼

関係を一層強固なものとし、よりよい地域づくり

につながっていくものと思っていると発言されて

おります。 

平成２０年３月に取りまとめられました市民活

動への参加及び協働に関する職員アンケート調査

結果では、市職員が町内会に加入している割合は

７９．５％であり、平成２０年４月１日における

旭川市内の町内会加入率の６２．７％と比較する

と職員の町内会への加入の意識は高いことがうか

がえます。しかしながら、「市職員は、町内会活

動に積極的に参加し、地域に貢献すべきとの市民

の声についてどう思うか」という質問に対しては、

「市職員であっても参加するかどうかは個人の自

由である」との回答が３９％を占めており、地域

への参加という意味での意識の希薄さが多少うか

がえました。このような現状の中で、市職員の意

識改革への手ごたえについてお聞かせください。 

主要政策について、幾つかお聞かせいただきた

いと思います。 

まずは、中心市街地の活性化について。 

ことしは、開村１２０年記念事業のイベントが

中心市街地において開催され、また、新駅舎も１

次開業するという予定であり、昨年の百貨店撤退

を幾分でも押し戻す風が吹きそうな年であります。

開村１２０年記念事業は、市民や企業はもとより、

道北圏域の自治体などの多くの参加を得て、道北

各地の豊かな農産物や海産物、加工食品を一堂に

集めた巨大市場を設け、食をテーマとした一大イ

ベントを実施するもので、道内外へのアピール、

販路拡大の機会となり、旭川市及び中心市街地の

にぎわいづくりに一層貢献することになるかと思

います。その契機を十分に生かしてほしいと思っ

ておりますが、新年度に予定している中心市街地

活性化に対する施策について具体的にお聞かせく

ださい。 

全国的な問題ではありますが、旭川市の中心街

においてもシャッターが閉まったお店が年々増加

しており、これまで、市や各商店街はその対策に

苦慮してきました。ある商店街振興組合の役員の

方は、年々空き店舗が増加する原因の一つとして、

商売をしてきた人の高齢化に伴い、店を閉じて自

宅だけの利用になっていることがあるため、若者

によるテナント営業を呼びかけ、空き店舗対策に

力を注いでいきたいとおっしゃっておりました。 

市では、今年度、空き店舗状況の調査を実施し、

その結果は現在取りまとめ中であると聞いており

ます。そこで、新年度事業の空き店舗対策とこれ

までの対策との違いについて説明してください。 

中心市街地、とりわけ買物公園ににぎわいを取

り戻すためには、買い物やレジャーといった側面

を抜きにはなし得ないものと考えます。しかし、

新規事業では、この辺のカバーはできていないよ

うな気がしますが、どのようにお考えでしょう。

御所見をお伺いいたします。 

次に、景気・雇用対策についてお聞きいたしま

す。 

日本経済の状況は、失業率が最悪期よりやや低

下したものの、依然として高水準で推移する厳し

い状況にあり、このところは物価が下落するなど

デフレ状況にあり、経済成長の基盤は依然として

脆弱なままであります。そうした中で、政府は、

企業との金融対策や住宅投資及び設備投資などの

支援により景気回復を図ろうとしております。景

気対策について、本市におけるこれまでの取り組

み状況とその成果についてお聞かせください。 

景気はよくなっていないという実感があります

が、それを踏まえて、新年度に向けてどう対策を
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講じていくのか、お聞かせ願います。 

また、政府の雇用対策は、貧困・困窮者及び新

卒者への支援を実施することや、雇用・生活保護

保障システムの確立により雇用の維持、確保を強

化するというものであります。本市における雇用

状況はかなり悪化しており、平成２１年１２月現

在の常用有効求人倍率は旭川市においては０．３

５倍であり、月間有効求人倍率は１９カ月連続で

前年同月を下回る結果となっております。北海道

の有効求人倍率は０．３５倍で旭川市と同じです

が、道内最大級の都市である札幌を有する札幌圏

域では有効求人倍率が０．３０倍で、大都市とい

えどもかなり厳しい状況であることがうかがえま

す。 

地元での就職を希望している若者は多くおりま

すが、今はその希望すら持てない状況であると思

います。福島県は、県及び県内市町で臨時職員と

しての採用枠を設けるなどの対策をしております。

市長は、現在、若手層の雇用についてどのように

思い、そして、どのような対策が必要と考えてい

るのか、お聞かせください。 

次に、農業政策についてお伺いいたします。 

ノギャルという、一見、怪しく思ってしまう言

葉があります。これは、ギャルが農業経営に取り

組むプロジェクトの名称です。東京渋谷を中心に

ギャルの動向調査などを仕掛けるマーケティング

会社の元ギャルだった社長が、若者が農業に携わ

るきっかけづくりにしようと、渋谷のギャルを中

心にして秋田県で米づくりを行い、シブヤ米とし

て商品化を目指したものであります。そのきっか

けの一つは、彼女の祖父が新潟で稲作農業を営ん

でおり、祖父が亡くなってから農業を継ぐ家族が

いないまま、田んぼが荒れていく状況に寂しさを

感じたというものでありました。 

この取り組みは、これまでにない発想が農業に

持ち込まれたものであります。就職難にあえぐ若

者の農業に対する興味、関心を引く取り組みとし

てはいろいろなことが考えられると感じたところ

でありますが、旭川市における取り組み状況につ

いてお聞かせください。 

また、この取り組みは、農業後継者問題からの

視点も含めたプロジェクトになっていますが、担

い手対策と旭川市の農業将来像について市長のお

考えをお聞かせください。 

昨年期待されていた道産米に「ゆめぴりか」が

ありました。「ゆめぴりか」という名前は一般公

募で寄せられたもので、「夢」とアイヌ語で美し

いという言葉を意味する「ピリカ」を合わせてつ

くられた北海道の夢を担おうとするお米にふさわ

しい名前です。このお米は、アミロース含有率が

適度に低く、粘りがあり、北海道米の中でも最上

級のおいしさであるとの評価を受けていました。 

しかし、昨年の天候不順で、販売数量が当初の

生産・出荷見込み数量の１割弱の８００トン程度

しか確保できなかったのに加え、前評判の高さか

ら消費者が販売店に殺到して品薄状態が続き、数

週間で販売終了に追い込まれてしまいました。こ

のように、昨年は余り市場に出回らなかった「ゆ

めぴりか」でありますけれども、新年度以降につ

いてはどうなるのか、お聞かせください。 

地域ブランドについてお聞きいたします。 

地域ブランドとは、地域イメージ総体のことで

あり、旭山動物園や旭川ラーメンは、地域団体商

標として登録していないものの、既に旭川をイメ

ージさせる力を持った地域ブランドであると思い

ます。地域ブランドとして主に挙げられるのは、

特定の地域で産出される食品や温泉地などでのサ

ービスで、市では、これまでも加工食品や農産物

については地域ブランド化に取り組んできている

と思います。 

しかし、加工食品や農産物以外にも地域ブラン

ドになり得るものは数多く考えられます。例えば、

自然環境、ロゴやキャラクター、旭川の顔になる

予定の新旭川駅なども地域ブランドとなり得るも

のであります。また、先日、旭川市の近隣８町と

の定住自立圏中心市宣言を宣言したところであり、



- 100 - 

これを生かして、旭川だけに限らず、近隣８町と

共同して広域的なブランド化を考えるなどの方法

もあると思います。 

私は、平成１８年の第１回定例会において、地

域ブランドについては一朝一夕にはできない、長

期的戦略を持って臨まなければならないと提言を

いたしました。しかし、今の状況は、旭川市全体

としての戦略がないように思えますし、庁内部局

間及び関係団体等との連携も乏しいものではない

かと考えますが、御所見をお聞かせください。 

観光施策についてお聞きいたします。 

旭川－ソウル国際定期便の定期運航維持が厳し

くなる一方で、函館－ソウル便は、昨年来、好調

のようです。その理由の一つとしては、韓国の人

気ドラマ「アイリス」のロケ地となった秋田を訪

れる観光客が急増している影響があるそうです。

また、昨年の函館開港１５０周年に合わせてのＰ

Ｒ効果もあらわれていると聞いております。旭川

におけるソウル便の搭乗率の低下、あるいはチャ

ーター便の減少、燃料サーチャージャー付加によ

る料金値上がりや円高による海外旅行の減少とい

う理由のみでは片づけられないものと考えますが、

今後の路線維持及び拡張、チャーター便の増加に

向けての取り組みについてお聞かせください。 

旭山動物園についてお伺いいたします。 

旭山動物園については、先ほど述べましたとお

り、今後もまちづくりの中心になっていくもので

あると思います。そのためには、動物園を計画的

に着実に整備していく必要があります。アフリカ

生態園については、計画が策定され、旭山動物園

施設整備基金において施設整備等に必要な経費が

少しずつ積み立てられておりますし、特別会計や

基金での財源の確保が難しければ一般会計からの

繰り入れ等の方法も考えられます。今後、どのよ

うに考えをお持ちなのか、改めてお聞かせ願いま

す。 

先日、旭山動物園は、マレーシアのサバ州野生

生物局と生物多様性に関する合意書を交わしまし

た。同州があるボルネオ島の生態系保全を支援す

るためのものですが、ボルネオでは、熱帯雨林が

アブラヤシの大規模農園に転換されるなどして野

生動物がすみかを追われており、生息地が分断さ

れたりして絶滅の危機に直面している例もあるそ

うです。合意書の具体的な内容としては、サバ州

野生生物局と旭山動物園の双方の職員の能力開発

や技術交流、情報の共有、野生生物レスキューセ

ンターの設立、運営協力などが柱で、センターを

中心にオランウータンや象の保護、治療、野生へ

の復帰を手助けするというものです。 

ボルネオの生物多様性保全をめぐっては、ボル

ネオオランウータンを飼育している旭山動物園も、

既に、ボルネオへの恩返し活動として、園内に飲

料水自動販売機を設置し、収益の一部を支援資金

に充てており、国際的な活動も推進しております。

このように、旭山動物園は、これまでの機能に加

え、野生生物の保護、環境保全の発信地として全

国の先導となり得るものと思いますが、いかがで

しょうか。 

市長にとって、任期中、この旭山動物園はどの

ような存在であったのか、お答えください。 

高齢者・障害者福祉についてお聞きいたします。 

日本は、他の先進国に例を見ない速度で高齢化

が進み、平成２１年における６５歳以上の高齢者

人口は、国立社会保障・人口問題研究所の日本将

来推計人口によると２千８９８万７千人で、総人

口に占める割合は２２．８％となっております。

高齢者人口及び高齢化率は、平均寿命の伸張や低

い出生率を反映して今後も上昇し続け、平成２６

年には、高齢者人口は３千１９９万人、高齢化率

は２５％を超え、国民の４人に１人が６５歳以上

の高齢者という超高齢社会が到来するものと見込

まれております。 

旭川市における高齢化率は、平成２年の国勢調

査では１１．６％、平成７年では１４．８％、平

成１２年では１８．３％、平成１７年では２２．

２％、平成２１年３月末の住民基本台帳では２４．
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６％に達し、国の推計値を上回る状況であります。

このように高齢化が著しく進んでいる旭川市にお

いては、高齢者が安心して暮らせるような生活環

境の整備が喫緊の課題であると思います。 

障害者福祉についてですが、平成２１年度から、

第２期旭川市障害福祉計画に基づき、ノーマライ

ゼーションとリハビリテーションの理念を踏まえ、

障害のある人が、障害の種別や程度にかかわらず、

障害福祉サービス等の提供を受けながら、その人

らしく自立し、安心して生活できる地域社会の実

現を目指しております。計画の大きな理念として

は、障害者等の自己決定と自己選択の尊重、障害

者の福祉サービスの一元化、地域生活移行や就労

支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備

の３つを掲げ、この大きな理念のもと、平成２１

年度から各種事業が推進されていることと思いま

す。 

そこで、お伺いしますが、高齢者・障害者福祉

について新年度予算はどのように取り組まれてい

るのか、お伺いしたいと思います。 

次に、教育行政方針についてお伺いいたします。 

小池教育長は、昨年の１０月に旭川市教育委員

会委員に任命され、今回が教育長になって初めて

の教育行政方針であったわけですが、昨今の教育

現場では、いじめ、不登校、学級崩壊などの教育

現場における直接的な問題や、少子高齢化、地域

崩壊などの教育に関する外部的な要因などさまざ

まな課題が山積みしていると思います。 

そこで、教育行政に対して基本的な考え方、課

題についてお聞かせください。 

学力テストについてお聞きいたします。 

文部科学省では、一般に全国学力テストと称さ

れ、全国的に子どもたちの学力状況を把握する全

国学力・学習状況調査を平成１９年度から実施し

ております。この調査の目的は、大きく分けて３

項目あり、１つ目は、国が全国的な義務教育の機

会均等とその水準の維持、向上の観点から、各地

域における児童生徒の学力や学習状況をきめ細か

く把握、分析することにより、教育及び教育施策

の成果と課題を検証し、その改善を図ること。２

つ目は、各教育委員会、学校等が全国的な状況と

の関係において、みずからの教育及び教育施策の

成果と課題を把握し、その改善を図るとともに、

その取り組みを通じて教育に関する継続的な検証

改善サイクルを確立すること。３つ目は、各学校

が各児童生徒の学力や学習状況を把握し、児童生

徒への教育指導や学習状況の改善等に役立てるこ

とであります。 

調査は、小学校第６学年、特別支援学校小学校

部第６学年、中学校第３学年、中等教育学校第３

学年及び特別支援学校中学部第３学年が対象で、

内容は、国語、算数または数学の２教科に関する

調査と、生活習慣や学習環境に関する質問紙調査

によるものであります。この調査後、都道府県別

の調査結果が示されましたが、残念ながら北海道

は全国的にも下位に位置しておりました。学力テ

ストの結果、北海道が全国下位にある理由はなぜ

でしょうか、また、どのような対策が必要である

と考えているのか、お答え願います。 

アイヌ文化と博物館についてお聞きいたします。 

アイヌ文化は、北海道の地域ごとにそれぞれの

自然環境に応じた物質文化や生活様式が成立し、

上川地区は、胆振・日高地区や十勝・釧路地区な

どと並んで特徴あるアイヌ文化が発展してきた地

域です。石狩川の神居古潭より上流に居住し、ペ

ニ・ウン・クルと呼ばれていた上川アイヌの人々

は、上川盆地、大雪山連峰、石狩川流域を中心と

した広大な自然を舞台に独自の文化をつくり上げ

てきました。そして、開拓の進展につれ、幾多の

苦難に直面しながらも、民族の誇りを持ち続け、

自立自尊の精神でみずからの伝統文化と暮らしを

守り、次代に伝えてまいりました。 

アイヌ語に由来する地名や数多くのアイヌ民族

の文化遺産が示しているとおり、旭川の歴史は、

この地域で生きてきたアイヌの人々の伝統や生活

を基盤に築かれたものであり、アイヌ文化を考え
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ずに旭川の文化を考えることはできません。旭川

市は、アイヌ文化関連の施設が多く存在し、市有

施設としては博物館や市民生活館、民間施設とし

ては川村カ子トアイヌ記念館などがあり、アイヌ

の暮らしぶりを紹介する展示コーナーや数々の資

料が収蔵され、アイヌ文化にかかわる教育施設が

大変充実しております。 

市では、旭川市アイヌ文化振興基本計画を策定

していますが、その中には、学校教育におけるア

イヌ民族の歴史、文化を学ぶ機会の充実という項

目において、学校教育の場におけるアイヌ民族の

歴史と文化について継続的な学習が不可欠である

と記載されております。また、国が主体となって

アイヌの伝統的生活空間の再生事業が実施されて

おり、平成１８年度からは白老町が、平成２０年

度からは平取町がその対象地域となっております。

この２地域の評価を反映して、平成２３年度以降

に旭川地域においても実施する方針が示されてい

るようで、今後ますますアイヌ文化との接点の増

加が想定されると思います。 

このように、旭川市においてアイヌ文化に関す

る教育施設が充実し、事業も推進されるわけです

から、学校行事として博物館や市民生活館などの

アイヌ文化を紹介する旭川市の教育施設に赴き、

学習機会を与えていく必要があると考えておりま

すが、いかがでしょうか、お答えください。 

以上で、質問を終わります。（降壇） 

○副議長（佐々木卓也） 西川市長。 

○市長（西川将人）（登壇） おはようございま

す。 

市民クラブを代表しての安田議員さんの御質問

にお答え申し上げます。 

本市の課題についてでありますが、国全体の経

済の低迷が続く中で、本市の地域経済、雇用情勢

は非常に厳しい状況に置かれております。しかし、

大企業であっても経営危機に追い込まれる時代に

あり、必ずしも規模の大きさが経営の安定、安全

につながるとは限らないと感じております。地域

経済や中心市街地の活性化も本市だけに限らない

全国的な課題となっておりますが、精巧な技術力

に基づいたものづくり産業や、全国初の歩行者天

国である買物公園など、本市の特性を生かしなが

らこれらの課題をいち早く克服してまいりたいと

考えております。 

まちの特性、優位性をどのように生かしてきた

かとのお尋ねでありますが、優良な農産物や人気

の高い旭山動物園、旭川空港などの地域資源を互

いに結びつけた地域振興が付加価値を生むと考え、

取り組んできたところであります。例えば、観光

入り込み客数の大幅な伸びは旭山動物園がそのき

っかけとなったものだと思いますが、交通基盤や

雄大な自然景観、おいしい農産物もあわせて発信

してきたことで、農家民泊など新たな取り組みに

もつながってきたものと考えておりますし、集積

した医療機関などは、自然、農産物、健康といっ

たテーマと結びつけて新たな地域振興の可能性を

有していると考えているところであります。 

これらの魅力は、市長に就任してからも、改め

てそのすばらしさを再認識し、この３年間で多く

の市民や企業の方々に接して感じたことは、多く

の魅力的な人がこのまちを支えていることであり

ます。やはり、市民の皆さんの知恵と能力を結集

することが地域振興にとって最も重要であり、目

標への近道であると実感し、私がその先頭に立っ

て進んでいく使命を持っていることを再認識した

ところであります。 

次に、私のリーダーシップについてのお尋ねで

ありますが、庁内では、施策評価や推進計画事業

調査などの段階も含め、各部が私からの指示をも

とに具体的な検討を行った上で事業計画を提案す

る形で予算編成を進めております。まちづくりの

課題には、部局を超えた議論がなければ問題解決

にはつながらないものも多く、事業計画の段階か

ら関係部局による議論も必要だと考えており、そ

の場面では事業手法などをめぐり、さまざまな意

見が交わされました。私は、議論を起こすときと
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決断するときはトップダウンで行いますが、その

議論過程も判断材料としているところであります。 

また、これまでの判断で最も難しかったことの

一つは、就任直後の北海道市営競馬組合の解散で

ありました。ばんえい競馬ファンの方々を初め、

馬主や騎手、厩務員などの多くの関係者と組合で

働く職員のことを考えますと大変重たいものであ

りました。私は、市長としてさまざまな場面で判

断を求められますが、このときの経験を生かし、

いずれの場合にも多くの関係者に影響が及ぶこと

を念頭に置きながらも、適宜適切に行っていかな

ければならないと考えております。 

次に、対話についてのお尋ねですが、私は、ま

ちづくり対話集会を初めとしたさまざまな機会に

おける市民の皆さんとの対話や、寄せられた市長

への手紙などを通して、多くの貴重な御意見や御

提言をいただきました。それらを通してまちづく

りについての新たな課題を認識するとともに、ヒ

ントをいただくことも多く、私自身は大変有意義

なものであると考えております。特に、まちづく

り対話集会でいただいた御意見の中から具体的に

施策に反映できた主なものとしましては、共同作

業所や授産施設等での指定ごみ袋の販売、第二庁

舎における託児の実施、道立高等養護学校を誘致

するための誘致期成会の設立などがあり、可能な

ものから施策への反映に努めてきたところであり

ます。 

私は、市長就任以降、政党という枠組みにとら

われることなく、旭川の発展と市民の安全・安心

な暮らしを実現するために市政の推進に当たって

まいりました。そのため、これまでも国に対して

積極的に意見を伝えてまいりましたが、政権交代

後、国政の場には旧知の仲間がたくさんおります

ことから、そのような機会もふえてきたものと感

じております。 

今後につきましては、現政権が地域主権を重視

する政策を進めているため、本市がみずから考え、

行動することが求められる一方で、国への提言す

る機会もふえてくるものと考えておりますことか

ら、これまで同様、市長会や各種期成会を通じて

国への提言を行うほか、市の単独要望についても、

私が持っている人脈を活用するなど、地域課題に

ついて政策提言を行い、積極的に旭川地域のため

に尽力してまいるつもりであります。 

現在の旭川市が抱える喫緊の課題につきまして

は、昨年の丸井今井旭川店の閉店により、一層深

刻化している中心市街地の空洞化であると考えて

おります。このことは、雇用を含めた地域経済全

体に影響するものであり、平成２２年度予算の編

成に当たり、５つの重点分野の一つとして、中心

市街地の活性化を位置づけ、人の流れを中心市街

地に導くためにどうするか、そして、その流れを

今後の経済の活性化にどのようにどうつなげてい

くかということを踏まえ、事業の構築を行ったと

ころであります。 

また、まちの将来を考えたとき、次代を担う子

どもたちが健やかに育つ環境を充実することは重

要な課題であり、それらに対応するため、留守庭

児童会の待機児童ゼロを目指した環境整備等を行

ってまいりますが、細菌性髄膜炎を予防するヒブ

ワクチン接種に対する助成、乳幼児のいる世帯へ

のごみ処理手数料の減免などは、市民生活におけ

る経済負担の軽減につながるものと考えておりま

す。 

次年度以降の財政状況についてであります。 

現在の厳しい地方財政となった大きな要因には、

三位一体改革による地方交付税の総額抑制がある

ということが国の一定の共通認識になってきてお

り、財源不足だから地方交付税を削減するという

ことは簡単にはならない状況に変わってきている

と考えております。しかし、国の財政状況を考え

たとき、その対応について地方にも一定程度負担

してもらうことは想定されますことから、市債残

高をふやすなど後年度負担の増につながることは

行わない、収入の確保や人件費総体の削減といっ

た取り組みを引き続き行っていくなど、これまで
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の財政健全化の取り組みを継続していかなければ

ならないと考えております。 

今後の税収の予測につきましては、税収は経済

状況に左右されますことから予想することは難し

い面がありますが、経済状況に大きな変化がない

場合、現在と同程度の水準で推移するものと考え

ております。 

また、税収の確保対策につきましては、特別徴

収事業所の拡大や職員研修の充実などを図るとと

もに、よりきめ細かな納税相談に努めながら効率

的な滞納整理を進め、自主財源の確保に努めてま

いります。 

新財政健全化プランは、平成２１年度から２５

年度までの５年間の財政見通しの推計で見込まれ

る１７３億１千万円の財源不足を解消するために、

平成２０年１１月に策定したものであり、平成２

２年度予算が大きな財源不足を生じることなく編

成できたという点では、順調に推進されていると

考えております。しかし、市債借入額１３０億円

以内などの個別の取り組み目標については、地方

交付税の振りかわりである臨時財政対策債の増加

により、行政改革推進債や退職手当債を発行しな

いことで市債残高を増加に転じさせることはしな

かったものの、数値目標を達成できなかったもの

もあるところであります。 

しかしながら、行財政改革の最も重要な課題と

しては、持続可能な財政運営の確立であると考え

ております。平成２２年度予算については、地方

交付税の増加などの要因により、大幅な収支不足

が起きなかったところでありますが、経済の低迷

などから税収が１３億円、３．２％もの大幅な減

少となることを見込んでおりますことから、職員

数の削減等による経常的経費の削減や収納率の向

上等の推進、不要不急の事業執行の抑制による起

債の縮減や、財源措置のない起債の借り入れ縮減

等を進めていかなければならないものと考えてお

ります。 

また、サービスの質をいかに確保するかも大き

な課題であることから、効果的かつ効率的な行財

政運営に向けて、事務事業の選択や優先順位を明

確にしながら、アウトソーシングの推進や指定管

理者制度の導入拡大など、民間のノウハウを生か

した事業手法を取り入れていかなければならない

ものと考えております。 

次に、まちづくりの方向性についてであります。 

まちを活性化するためには、何よりも地域に根

づいた産業や企業がこれまで以上に元気にならな

ければなりません。私は、これを実現するために

は、今ある地域資源を生かし、その可能性を最大

限に引き出しながら、さらに発展させていくこと

が重要であり、これこそが市民が元気で安心して

暮らせるまちづくりにつながるものであると確信

しております。 

「元気なまち旭川づくり」については、これま

で農業やものづくり産業の付加価値を高めるため

の支援体制づくりや、旭山動物園を生かした国内

外からの観光客誘致などに重点的に取り組んでま

いりましたが、今後は、これまで積み重ねてきた

取り組みを生かしながら、その効果が形となって

見えるよう、さらに広げていかなければならない

と考えております。このため、基幹産業である旭

川農業や食品加工業の新たなる可能性を広げるた

めの米粉活用や開村１２０年記念事業、空き店舗

を活用した交流拠点施設や新駅舎を生かした中心

市街地活性化の取り組みなどを核とし、さらには、

近隣自治体との連携も深めながら圏域全体の元気

づくりにもつなげていきたいと考えております。 

次に、総合防災センターの機能の充実について

でございますが、当初の計画では、現在運用中の

中核施設と訓練施設及び支援物資集配センターの

３施設から構成されるもので、現在、この中核施

設を中心にさまざまな防火・防災活動を展開して

おりますが、国内では、自然災害が相次ぎ発生し、

日本全体が地震活動期に入ったと言われ、世界的

にも１月２８日にはハイチで、２月２７日にはチ

リで、津波を伴い、それぞれ大地震が発生してい
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ることを踏まえますと、防災組織の充実による地

域防災力の向上及び圏域全体の消防防災力の強化

を図る広域化の進展がさらに求められるところで

あります。 

このことは、本市のみならず、道北の拠点都市

として、定住自立圏構想における住民に対する防

災意識の啓発、訓練研修の広域的実施、周辺町と

の消防広域化に向けた取り組みなど、圏域全体か

ら大きな期待が寄せられているところであります。

今後におきましても、圏域の防災拠点施設として、

中核施設のハード面はもとより、ソフト面として

防災関係機関や道北地区各消防本部との合同訓

練、市民向けの各種防災訓練・研修を行うなど充

実を図るとともに、施設整備につきましては、本

市の厳しい財政状況を見きわめながら、可能なも

のから順次進めてまいりたいと考えております。 

次に、支所についてでありますが、これまでは

支所を取り巻く課題の整理を行うとともに、本年

度は都市戦略研究会の検討テーマを地域力の向上

とし、その中で、支所に関しては総合庁舎や支所

から遠い地域におけるサービスの対応、複合施設

の管理運営のあり方、市民ニーズに基づく支所ご

との独自サービスの必要性などの御意見をいただ

いてきたところであります。 

支所のあり方については、過去にも庁内におい

て検討され、課題もあると聞いておりましたが、

私は、近年のコミュニティー活動の変化、さらに

は、超高齢社会を見据えたとき、これまでの窓口

業務を中心とした出先機関という位置づけから、

地域づくりの拠点として一番身近で頼もしい存在

に改めるべきとの判断に立ち、地域住民が課題を

共有し、協力して解決に取り組むことができるま

ちづくり推進協議会を各支所に設置することとし、

あわせて、より身近な場所でのサービス提供のあ

り方についても検討を指示したところであります。 

次に、職員の町内会活動に対する意識改革につ

いてのお尋ねであります。 

アンケートの中で、「市職員であっても、参加

するかどうかは個人の自由である」との回答が約

３９％であり、職員の地域参加への意識の希薄さ

がうかがえるとの御指摘でありますが、一方では、

「町内会に加入すべきである」「町内会活動に積

極的に参加すべきである」と、肯定的な回答も半

数以上を占めております。私は、日ごろから、職

員に対して、地域の方々と手を携え、ともに歩む

ことの重要性を伝えており、日々のそうした積み

重ねにより、市民の皆さんの信頼が得られるもの

と考えておりますので、今後もさらにその意識が

高まるよう努めてまいります。 

中心市街地活性化に向けた施策についてであり

ます。 

平成２２年度には、買物公園や常磐公園など中

心市街地を会場として旭川及び道北各地の農産

物、海産物や加工食品などを一堂に集めた巨大市

場を設けるなどの事業を行う開村１２０年記念事

業を開催いたします。また、中心市街地の空き店

舗を活用し、地場産品等の販売機能や観光情報セ

ンター、コンシェルジュによる商店街案内、起業

を目指す人のためのチャレンジショップ、若者や

親子の交流など、人・もの・情報の交流拠点施設

となる仮称まちなか交流館を開設するほか、文化

芸術活動の振興を図るため、西武旭川店内に仮称

市民ギャラリーも開設いたします。このほか、新

駅舎の１次開業に伴い、高架下空間への新しい観

光情報センターや彫刻美術館サテライトスペース

の設置に向けた設計にも着手をいたします。現在

策定を進めております新たな中心市街地活性化基

本計画につきましては、明年３月までに国の認定

を受ける予定で、平成２１年度に引き続き策定作

業を進めるとともに、多くの市民の皆様に計画策

定の必要性や目指す中心市街地像について御理解

いただくため、シンポジウム等も開催してまいり

ます。 

次に、空き店舗対策についてのお尋ねでありま

す。 

これまでも、空き店舗、空きスペースを活用し、
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旭川屋事業や子ども広場事業等を展開してまいり

ましたが、新年度におきましては、それらの機能

を買物公園の空きビルに集約し、新たな機能を加

えた交流拠点施設とする考えであります。また、

これまで新規創業者のみを対象としてきた中心市

街地にかかわる融資制度を見直し、移転を含め、

既存事業者の新規出店も対象とした中心市街地新

規出店支援資金を創設することや、新たな交流拠

点施設において創業を目指す市民を対象にしたチ

ャレンジの場を設置することも、空き店舗等の解

消につながることを期待した新たな取り組みであ

ります。 

次に、新たな交流拠点施設の機能についてのお

尋ねであります。 

中心市街地のにぎわいを創出するためには、買

い物やレジャーを初め、魅力あるさまざまな機能

を持つことが必要であり、商店街を初め、民間事

業者等による取り組みが不可決であります。新た

な交流拠点施設におきましても、民間事業者等に

参加、協力をいただき、地場産品の新商品、試作

品の発表や、創業を目指す市民のチャレンジの場

を設置するとともに、高等教育機関等とも連携を

図り、若者や親子連れが気軽に立ち寄って遊び、

交流できる場を設けることにより、新たなにぎわ

いの創出を目指すものであります。 

次に、本市における景気対策に係るこれまでの

取り組み状況及び成果についてのお尋ねでありま

す。 

本市の財政状況は、ここ数年、交付税の削減等

により大変厳しい状況が続いております。こうし

た中にあっても、本市経済を支えている中小企業

等に対し、経済・雇用対策を行ってきたところで

あります。平成１９年第３回定例会以降、緊急雇

用創出事業やふるさと雇用再生特別対策事業、地

域活性化・経済危機対策臨時交付金事業ほか、総

額４８億５千５００万円余りの補正予算の措置に

より、本市経済を下支えし、雇用の創出に寄与し

たものと考えております。 

しかしながら、本市の景気がよくなったという

実感を得るまでには至っていないところでありま

す。国や北海道において、公共事業費が削減され

ており、地元の土木・建設業及びその関連業界は、

今後、一層厳しい経営環境に置かれると思われる

ことから、本市としては、生活道路など市民生活

に直接かかわる公共事業について一定の事業量を

確保し、社会資本の維持、整備に努めていくほか、

市有施設の修繕においては、これまでも小規模事

業者への発注に配慮してきましたが、新年度は新

たに１３０万円以下の小規模修繕を集約し、より

一層の計画的発注に努め、地域の経済と雇用への

波及効果を図ってまいります。 

また、地域産業の成長力強化を図るものづくり

産業の支援として、製品開発や販路拡大に関する

助成制度において、新たに食品や環境分野に特化

した枠を設けるほか、旭川家具や木製品、寒冷地

住宅など、本市中小企業のすぐれた技術をアピー

ルして国内外での取引を拡大するため取り組んで

まいります。 

次に、若者の雇用についてのお尋ねであります。 

本市の就職を希望する高校生では、約７６％の

学生が地元の就職を希望する状況にあり、そのよ

うな学生を含めた若者に対し、地元の雇用の場を

確保することが、若者が地元旭川に愛着を持ち、

旭川のことを考え、まちの活力を生む上で重要で

あると考えております。 

しかし、現在、若者を取り巻く雇用情勢は、地

元の就職内定率が約５６％となるなど極めて厳し

い状況にありますが、地域の雇用を確保するため

には、受け皿となる企業が活力を取り戻すことが

重要でありますことから、農業の振興や食品加工

を初めとしたものづくり産業の振興など、地場産

業の活性化や観光客の誘致を図るとともに、緊急

雇用創出事業、ふるさと雇用再生特別対策事業な

どの国の交付金事業の活用や、市の臨時・嘱託職

員として採用する雇用創出推進プランの高校新卒

枠の拡大を行うほか、市内企業に対する求人要請
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や就職促進会の開催により、雇用の場を確保する

ことが必要であると考えております。 

また、就職活動への支援に当たっては、国や道

と連携を図り、就職支援セミナーや就職相談、企

業見学会などの就職支援事業に積極的に取り組む

ことが重要であると考えているところであります。 

次に、農業政策に関するお尋ねにお答えします。 

まず最初に、農業以外からの新規参入者を確保、

育成する対策についてでありますが、これまでも、

地域農業者や関係機関、団体が一体となって就農

希望者の研修受け入れや就農時の農地のあっせん

及び初期投資に係る負担軽減のための助成事業な

どを行ってきたころであります。その結果、平成

１５年度から２１年度までの７年間で２２名の新

規就農が実現しております。平成２２年度では、

新たに収入が不安定な参入者に対して生活資金等

の無利子融資と、償還金の一部免除を組み合わせ

た融資・助成制度を実施し、経営安定化に向けた

支援を強化してまいります。 

農業の将来像についてですが、本市農業は、稲

作を中心に、施設園芸や果樹及び畜産が幅広く営

まれる一方で、伝統的な家族経営や法人などの組

織経営に支えられており、そして、専業の認定農

業者がいるかと思えば、高齢で兼業であっても営

農を継続しようとする農家も多数存在しておりま

す。こうした多様性こそが本市農業の活力の源で

あり、農村を地域社会として維持している重要な

要素であると考えております。 

しかし、担い手の高齢化や減少という側面から

本市農業の将来を展望したとき、農業後継者の育

成や農業以外からの参入者の確保は不可欠であり、

また、農地の流動化を通じた規模拡大を進めるほ

かに、付加価値の高い有機農業や農産加工、農産

物の直売やグリーン・ツーリズムの推進など、小

規模であっても継続可能な営農類型の確立が求め

られております。今後、こうした観点に立って、

さまざまな立場の農業者が意欲を持って取り組め

る、活力に満ちた農業が展開できるよう努めてま

いります。 

「ゆめぴりか」につきましては、平成２０年、

道内の他産地に先駆けて発足したゆめぴりか生産

振興会を中心に、産地化へ向けた取り組みを進め

てきたところですが、昨年は天候不良により、食

味に影響するたんぱく基準を満たす出荷がごくわ

ずかとなり、短期間で品切れ状態となったところ

です。 

しかし、苦しいスタートにもかかわらず、「ゆ

めぴりか」に対する全国的な注目度は高く、北海

道の新たな高級ブランド米として高い品質を保つ

ため、今後とも、道内の各産地と足並みをそろえ、

基準を緩和することなく取り組みを継続すること

としております。市におきましても、昨年の冷害

を踏まえた栽培講習会の開催や、開村１２０年記

念事業などを通じた消費者へのＰＲ事業等につい

て、農業者や関係機関、団体と連携して取り組ん

でまいります。 

次に、地域ブランドについてであります。 

ブランドの確立は、地域の競争力や優位性を高

めるために有効な施策であり、自然や歴史、人、

産業や産品などの地域資源を生かし、他地域との

差別化を図りながら内外に対し、戦略的にコミュ

ニケーションを行うことで、地域イメージを高め、

付加価値を高めていくことにつながると認識いた

しております。 

本市においては、これまでも、クリーン農産物

や食品加工、家具などさまざまな分野においてブ

ランド化に取り組んでいるところでありますが、

こうした分野別の媒体に加えて、本市の統一的な

媒体として平成１３年度に制定いたしましたロゴ

マークとキャッチフレーズがあり、各分野別の事

業や全市的な事業において、これらの媒体を効果

的に活用しながら地域ブランドの確立に向けた取

り組みを進めてまいりたいと考えております。 

なお、新年度におきましては、開村１２０年記

念事業の一環として、新たに本市のシンボルキャ

ラクターを公募、制定する考えであり、既存の媒
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体と合わせて活用しながら、本市の地域イメージ

や認知度をさらに高めてまいりたいと考えており

ます。 

国際定期路線維持及びチャーター便の増に向け

た取り組みについてであります。 

旭川－仁川間のアシアナ航空の国際定期便につ

いては、燃油価格の高騰や世界的金融危機、新型

インフルエンザの流行など逆風となる出来事が重

なったこともあり、昨年１１月６日で一時運休い

たしました。その後、１２月２４日から本年２月

２８日まで運航を再開し、期間中は日本側からの

乗客の席が不足するほど好調でありましたが、機

材繰りなどの事情で３月から再び一時運休となっ

ております。今後は、夏季の観光シーズンに向け、

改めて運航再開を要望していく考えでありますが、

路線の維持と通年運航の早期再開には、安定した

利用者確保に向け、韓国からの観光客はもちろん、

昨年も実施いたしました日本からの乗客増加に向

けた取り組みにも一層力を入れていく必要がある

ものと考えております。 

また、チャーター便につきましても、平成２１

年度はかなり減少しましたが、本年１月以降は回

復傾向が見えますことから、道北、道東地域など

広域圏の連携も密にしながら、チャーター便の多

い台湾や旅行需要が急増している中国などの航空

会社、旅行代理店に対し、積極的にプロモーショ

ン等を実施してまいりたいと考えております。 

次に、旭山動物園についてのお尋ねです。 

旭山動物園は、命の大切さを伝えるという使命

を持つ社会教育施設であるとともに、国内外から

平成２０年度では年間２７７万人の来園者が訪れ

る集客施設でもあり、総合文化施設の機能を持っ

ていると考えております。今後においても、動物

園基本計画にのっとり、展示施設や利便施設等の

整備を行い、動物園の魅力を高めてまいります。

また、アフリカ生態園を初めとする大型展示施設

整備については、現在残高が約４億２００万円に

なっているあさひやまもっと夢基金の積立額だけ

では実現が困難と見込まれますことから、市の財

政状況を勘案の上、動物園事業特別会計に対する

一般会計からの繰り出しについては検討していく

考えであります。 

次に、旭山動物園の野生動物保護、環境保全に

ついてのお尋ねであります。 

今、全国各地の主要動物園が、旭山動物園に刺

激を受け、旭山動物園に追いつくため、本格的な

再整備を始めております。将来的にも旭山動物園

が訪れてみたい動物園であり続けるためには、他

都市の動物園と設備投資を競うのではなく、旭山

動物園だからこそ新たにできることに取り組むこ

とが重要なのだと認識しております。そうした意

味において、マレーシア・サバ州野生生物局との

生物多様性に関する合意書を交わして、ボルネオ

への恩返しプロジェクトを活用した飲料水自動販

売機による資金援助等により、オランウータンの

ふるさとであるボルネオに野生動物の保護、治療

等を実施するレスキューセンター設立に協力し、

持続可能な環境保全に貢献をしてまいる考えであ

ります。 

次に、私にとっての動物園の存在についてのお

尋ねであります。 

旭山動物園は、飼育動物の命を通して、野生動

物や自然環境の保全、人と野生動物のかかわりな

ど教育的な面からも重要な機能を果たすとともに、

子どもたちに夢を与え続ける存在であると認識し

ております。このため、さきに述べたサバ州との

取り組みを初め、北海道を代表する動物園として、

世界自然遺産を擁する知床との連携、地元旭川で

の野生動物やアライグマなどの外来種とのかかわ

り方に多方面の機関と協力して取り組み、さらに

旭山動物園としてのブランドイメージを高め、大

切にしていきたいと考えております。 

次に、高齢者及び障害者福祉に関する平成２２

年度予算の取り組みについてであります。 

新年度の高齢者福祉につきましては、高齢者の

社会参加を促進するための高齢者バス料金助成事
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業やひとり暮らし高齢者の安全・安心を確保する

ための安否確認事業など、さまざまな高齢者福祉

事業を進めるとともに、高齢者の自立した生活を

支援するため、介護予防事業での運動教室や認知

症予防教室などの回数や定員を増加し、生活機能

の維持改善を図ってまいります。 

また、高齢者が安心して自宅で暮らせるよう、

室内の床段差解消や手すりの取りつけなど自宅の

バリアフリー化を進めるための助成件数を大幅に

拡大するとともに、介護施設等の入所待機者を解

消するため、新たに整備される特別養護老人ホー

ムの建設に対する補助などに取り組んでまいりま

す。 

次に、障害者福祉につきましては、平成２２年

度の障害者福祉に係る予算額は、在宅サービスの

利用者が増加していることなどにより、前年度か

ら７億８千万円、率にして９％の大幅な増となっ

ております。独自施策として平成１９年度より低

所得者世帯の利用者負担の軽減措置を実施してま

いりましたが、国の制度改正により、福祉サービ

ス等の低所得者世帯の利用者負担が新年度より無

料となりますことから、これまでの事業にかわる

新たな独自の支援策に取り組むものとしたところ

であり、日常生活用具給付事業と日中一時支援事

業について市民税非課税世帯の利用者負担を無料

化し、障害のある方の経済的負担を一層軽減して

まいります。 

また、就労支援に関しましては、これまでも、

障害者施設の授産活動や利用者の就労訓練に適し

た業務の委託等に努めてまいりましたが、平成２

２年度においては新たに清掃事業所での布類選別

業務について、障害者施設に委託を行うことによ

り就労機会の拡充を図ってまいる考えであります。 

以上で終わります。（降壇） 

○副議長（佐々木卓也） 小池教育長。 

○教育長（小池語朗）（登壇） おはようござい

ます。 

市民クラブを代表しての安田議員さんの教育行

政にかかわる御質問に、順次お答えを申し上げま

す。 

初めに、教育行政に対しての基本的な考え方、

課題についてでございます。 

教育をめぐる状況が大きく変化する中、各教育

委員会におきましては、地方分権の流れを踏まえ、

中長期的な視点に立った教育の方向性を明確にし、

教育行政をより一層主体的に展開することが求め

られていると考えてございます。 

本市におきましては、児童生徒の学力、体力の

向上、特別支援教育の指導や支援体制の一層の充

実、不登校やいじめなどに対応する指導・相談体

制の充実、また、教職員の資質能力の向上、生涯

学習の機会の充実など、さまざまな課題があるも

のととらえているところでございます。 

教育委員会といたしましては、「主体的に学び、

力強く未来を拓く人づくり」を基本理念とし、こ

れらの課題解決に向けて関係部局や関係機関、団

体との連携を図りながら、各種の教育施策を展開

し、市民の期待と信頼にこたえる教育行政を推進

してまいります。 

とりわけ、学校教育におきましては、昨今の教

職員の不祥事が続いた状況から、損なわれた教育

に対する信頼を回復し、その上でいかに教育を推

進していくかということが現在課せられた課題、

使命であると考えているところでございます。 

児童生徒と教職員、家庭と学校、また地域と学

校が相互に信頼し合ってこそ、教育は進められる

ものでございますから、教職員に対しては教育公

務員としての高い規範意識や倫理観を確立するよ

う求めながら、今後の本市の教育を推進していか

なければならないと考えているところでございま

す。 

次に、学力テストについてでございます。 

北海道の全国学力・学習状況調査の平均正答率

は、全国と比較をして小中学校いずれにおいても

低い状況にあり、北海道教育委員会では、第１に、

調査対象学年において既に定着していることが必
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要な学習内容が身についていないなど、基礎・基

本の定着に課題がある。第２に、１日１時間以上

勉強する児童生徒の割合が低いなど、学習習慣の

確立に課題がある。第３に、１日３時間以上、テ

レビやビデオなどを見る児童生徒の割合や、朝食

をとらない児童生徒の割合、就寝・起床時刻が不

規則な児童生徒の割合が高いなど、生活習慣、生

活リズムの確立に課題がある。第４に、読書が好

きな児童生徒の割合や、自宅や図書館で読書する

児童生徒の割合は、中学校では全国平均を上回っ

ているものの、小学校では全国平均より低いなど、

読書活動の充実に課題があるとしているところで

ございます。 

これらの課題にかかわる要素は、学習習慣や生

活習慣など総合的なものでありますことから、必

要な対策といたしましては、学校における指導方

法の工夫、改善、家庭における生活習慣の改善、

地域における学校の教育活動への協力など、教育

を行うすべての者がそれぞれの役割を果たしてい

くことが重要であると考えております。 

本市におきましても、全道と同様の課題がある

と認識をしており、教育委員会といたしましては、

旭川市確かな学力育成プランに基づき、各学校が

共通に取り組むべき具体的な目標や重点的な取り

組みなどを示すとともに、充実した学習活動が展

開されるよう、条件整備に取り組んでまいる所存

でございます。 

次に、博物館を初めとする教育施設を積極的に

訪れる施策についてでございます。 

御指摘のように、アイヌの人たちの歴史や文化

の学習などで博物館を活用することは、子どもた

ちの感性に訴える学習機会として有効であると考

えております。各学校におきましては、総合的な

学習の時間や特別活動等において、多くの小学校

が、博物館を初め、旭山動物園や科学館、近文清

掃工場などの教育施設を活用し、体験的に学んで

いる状況にございます。 

教育委員会といたしましては、今後、博物館や

科学館、彫刻美術館においての教育プログラムの

充実を図るほか、博物館や科学館でのモデル事業

参画校を拡大してまいる考えでございます。また、

各小中学校で編成される教育課程に創意工夫が図

られるよう働きかけ、博物館や科学館、動物園な

どの施設に積極的に訪れることができるよう支援

してまいりたいと考えているところでございます。 

以上でございます。（降壇） 


